
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1章 本研究の枠組み 

 

 日本では高度経済成長とともに、美術館・博物館、劇場や音楽ホー

ルなど、各地に多くの文化施設が建設されてきた。しかし、1990年代

以降の景気の低迷により、その多くが経営難に陥ることとなった。ま

た、2000年代に入り、行政改革の影響を受けた国立文化施設の独立行

政法人化、公立文化施設の指定管理者制度導入といった設置形態の変

化が起こり、利用者志向の施設運営のあり方と恒常的に文化施設の活

動の評価システムを組み込む動きが推し進められている。さらに、

2001 年に成立した文化芸術振興基本法では文化芸術の重要性が謳わ

れているが、いまだ文化芸術振興のための基盤整備および環境形成が

充分でないことが指摘されている。このように、わが国における文化

施設の現状を見ると、財政基盤の確保と公共的役割の推進が文化施設

の運営上の課題となっており、今日では、文化施設が社会に対し、そ

の存在意義を示すための評価が求められる時代となっていることが

指摘される。したがって、文化芸術振興のためにその基盤となる文化

施設の適切な評価の体制をととのえることは、わが国の文化政策にと

って喫緊の課題であるといえよう。 

 これまでに行われてきた文化施設の評価では、運営効率や財・サー

ビスの提供に関わる入館者数や収支バランスのみが注目される傾向

にあった。しかしながら、これらの指標では文化施設の活動の質的部

分に関する客観的評価が行われているとは言えない。そこで、本研究

では以下の3点を目的とし、大原美術館における来館者調査を事例と

した考察を試みた。 

① 文化施設の適切な評価を行うために、文化施設を文化資本

（cultural capital）として捉え、その社会便益の総価値を示すこと。 

② 文化施設の評価主体を価値の受益者である来館者とし、その価

値意識に関する分析を行うこと。 

③ 得られた評価結果に基づき、文化施設評価に関する課題を示す

こと。 

 なお、本研究の構成は次の通りである。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2章 文化施設の評価とその問題点 

 

1. 日本における文化施設の評価の現状と事例紹介 

現在の日本における文化施設の評価をめぐる議論のなかで、もっと

も大きな影響を与えているのは行政改革と行政評価であることが指

摘できる。ニュー・パブリック・マネジメントを範とした行政評価で

は、事業の実施から目標達成までを「インプット」、「アウトプット」、

「アウトカム」、「インパクト」の4つの段階に分け、三つの「E」、す

なわち、①「Economy（経済性）」、②「Efficiency（効率性）」、③

「Effectiveness（妥当性）」を評価指標とする。このような評価の枠組

みを文化施設に適用する試みは、これまで数値化が困難とされ、消極

的であった文化施設の評価に対する取り組みを進展させるきっかけ

となる一方で、「アウトカム」や「インパクト」の評価が充分に行わ

れず、評価指標として「アウトプット」に関わる経済性および効率性

のみを用いる傾向が見られ、文化施設の活動目的を歪めかねないこと

が危惧されている。 

これまで日本で行われてきた文化施設の評価事例は、①行政評価の

一環として文化施設が評価されたもの（例：東京都、岐阜県立美術館、

独立行政法人国立博物館・美術館など）、②文化施設が自ら評価を行

ったもの（例：国立民族学博物館、高知県立美術館、琵琶湖博物館な

ど）に大別される。②では、「アウトカム」や「インパクト」の評価

に意欲的に取り組んだ事例も見られるが、文化施設を文化資本の公益

性の観点から評価する試みはあまり行われてきていない。文化施設の

価値とは利用価値だけではなく、市場に現れない非利用価値を含んで

おり、通常の財やサービスと同様に市場価値で評価することは難しい。

したがって、この利用価値と非利用価値の総計を文化施設の総価値と
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考え、利用価値のみならず非利用価値に着目した評価を行う必要があ

ると考えられる。そこで、本研究では、文化資本としての文化施設の

総価値を評価するために、これまで公共事業評価や環境評価の手法と

して発展を遂げてきたCVM（Contingent Valuation Method：仮想評価法）

を用いることとした（図1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. CVMの概要および既存研究の整理 

 

 

CVM とは、仮想的な市場を作り出し、対象財の価値について金銭

換算評価を行う手法である。すなわち、評価対象財の状態の改善ある

いは悪化の状況を比較し、アンケートを用いて個人の選好を「支払意

志額（WTP: Willingness to pay）」あるいは「受入補償額（WTA: Willingness 

to accept compensation）」として直接たずねることを特徴とする。評価

対象となる価値分類については、先に示したように、まず「利用価値」

と「非利用価値」に大別される。さらに「利用価値」は「直接的利用

価値」や「オプション価値」、「非利用価値」は「遺贈価値」、「代位価

値」、「威信価値」、「審美的価値」等に分類することが可能である。CVM

では、この分類に基づき、回答者がどの価値を重視しているかという

価値構造の分析を行うことができる。 

CVM は非利用価値が計測できることを特徴とする汎用性の高い評

価手法であり、環境財をはじめとする公共財の評価手法の一つとして、

わが国ではとくに 1990 年代から本格的に発展してきた。近年では環

境財のみならず、水害リスクの軽減や行政サービスなど、日本でも

様々な分野での適用が試みられている。文化資本に関するCVMの適

用事例としては、海外では、芸術や文化に対する公的支援の妥当性を

示した例（オーストラリア政府の芸術助成、デンマークの王立劇場な

ど）のほか、文化遺産や文化施設の支援方策や運営形態を検討した例

などがある。日本では垣内（2005）による世界遺産の五箇山合掌造り

を評価対象としたCVM研究が初めての文化資本への適用事例となっ

ている1。本研究が扱う大原美術館におけるCVMを用いた評価事例は、

日本では美術館に対するCVMの適用の初めての試みとなる2。 

ただし、CVM には手法上の限界から、様々な調査バイアスがある

ことが指摘されている。したがって、それらをできるだけ回避するよ

う留意し、仮想的状況の設定、WTP（WTA）の質問形式や支払方法

の選択などの調査設計を慎重に行うことが求められる。 

  

3. 来館者に関する既存研究の整理 

CVM を用いた来館者調査の実施にあたり、主に美術館・博物館の

領域で蓄積が見られる来館者研究の既存研究を整理する。20世紀初頭

からとくに欧米で発展してきた来館者研究は、時代背景とともに①展

示の評価、②来館者のプロフィール分析、③展示の教育的効果の測定、

                                                                        
1 垣内恵美子（2005）『文化的景観を評価する 世界遺産富山県五箇山

合掌造り集落の事例』水曜社。 
2 なお、本研究は「文化施設の定量的評価プロジェクト」（代表：政策

研究大学院大学 垣内恵美子教授）の一環として大原美術館を事例に

行われた来館者調査のパイロットサーベイに基づくものである。 

④マーケティングという関心の推移が見られる。一方、日本の来館者

研究は欧米の影響を受けながらも、とくに1980年代以降、a.展示改良

や教育普及プログラム開発を目的とした教育的アプローチ、b.来館者

のプロフィール分析を目的とした社会学的アプローチ、c.施設の活動

評価を目的とした総合的アプローチによる研究が並行的に発展を遂

げてきた。とくに近年では「利用者中心」の美術館・博物館運営のた

めに、わが国でもマーケティング分野における来館者研究は注目され

ている。本研究では、回答者にWTPをたずねる際に、合わせてその

理由を問い、来館者の価値意識について分析を試みるため、マーケテ

ィング的要素を加えた総合的アプローチによる来館者研究に位置づ

けられると考えられる。 

 

4. 本研究の特徴 

したがって、本研究の特徴は以下にまとめられる。 

① 文化資本の公益性の観点から行う文化施設の定量的評価の試み

である。 

② 美術館に対するCVM適用の日本における初めての試みである。 

③ 来館者のWTPに関する価値意識を分析することにより、マーケ

ティング分野における来館者研究の一つとして位置づけられる。 

 

第3章 日本の文化施設における大原美術館の位置づけと現状 

 

1. 美術館の位置づけ 

 わが国の美術館は法制度上、博物館の一種と捉えられ、博物館法

（1951年）を根拠法としている。博物館法により、美術館を含む博物

館の機能は「収集・保管」、「展示・公開」、「調査・研究」、「教育・普

及」の4つに大きく分けられ、また、この機能を主に担う専門職員と

して、博物館法に基づく登録博物館では学芸員の設置が義務づけられ

ている。しかし、現在ではこの博物館法の意義が実情にそぐわなくな

ってきていることに代表される制度面での問題に加え、資金確保や館

の個性ある活動展開などの運営面が大きな課題となっている。 

  

2. 大原美術館の歴史と現状 

大原美術館は倉敷を基盤に幅広く活躍した事業家・大原孫三郎が、

画家・児島虎次郎を記念して1930（昭和5）年に設立した日本最初の

西洋美術中心の私立美術館である。倉敷駅から徒歩15分の市中心部・

美観地区内に位置し、この美観地区は 1979 年に国の伝統的建造物群

保存地区に指定されている。コレクション総数は西洋・東洋美術など

約 3,500点にのぼり、現在は「第三創業期」として展示や教育普及活

動において多角的で活発な活動を行っている。2005年度実績による年

間の入館者数の合計は約37万人となっている。 

今後の展望としては、社会とのつながりを強化し、来館者を中心に

据えた活動展開を充実させていく方向性が示されており、来館者の特

徴・ニーズの把握や老朽化の問題を抱える美術館施設のハード面の整

備およびそのための自己収入力の向上が具体的な課題の一つである。 

 

第4章 大原美術館における来館者調査概要と単純集計結果 

 

1. 調査概要 

 調査の概要は以下の通りである。 

調査対象：全国からの観光客を含む18歳以上の来館者 

調査方法：ランダム・サンプリングによる自記入方式 

調査期間：2006年11月3～4日（2日間） 

回収状況：196サンプル 

図1 文化資本としての文化施設と価値分類 （出典：筆者作成） 

 



支払手段：毎年1回の寄付方式 

支払方式：セミ・オープンの支払カード方式 

 CVM の質問は調査対象の解説と仮想的シナリオから構成され、大

原美術館が活動を停止することなく、これまでのように活動を維持す

るためにはいくら支払うか（＝WTP）をたずねるものとした。 

 

2. 単純集計結果 

（1）回答者の属性 

本調査結果における回答者の属性の特徴は、以下の通りである。 

① 居住地域は近隣（中・四国、近畿地区）が多い（4割強）。 

② 性別は女性が半数以上を占めた。 

③ 学歴は大学・短大・高専卒の高学歴者が約7割を占めた。 

④ 年齢は50代が3割弱と他の年代に比べ突出していた。 

⑤ 回答者の約5割が初回来館者、約4割がリピーターであった。 

⑥ 回答者の約9割が美術に関心があることが示された。 

 

（2）WTPの平均と寄付理由 

WTPの質問では、約4割が「寄付をしない」と答えた。このうち、

抵抗回答は8人（10％）であり、この抵抗回答を含めた母集団および

除外した母集団でWTPの平均を算出したところ、有効数字考慮済み

の値でそれぞれ1,220円、1,270円となった。中央値はともに500円で

あった（表1）。 

（表１） 平均WTP 

  

 

 

 

 

 

また、寄付理由としては、「遺贈価値」、「代位価値」に加え、「地域

の魅力への貢献」や「威信価値」の非利用価値が示された。 

 

（3）望ましい支援主体 

大原美術館の望ましい支援主体については「地方自治体」、「関心の

ある人々」という回答が多く見られた（表2）。 

（表 2） 望ましい支援主体 [複数回答] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第5章 CVMを用いた大原美術館の評価および分析 

 

1. 付値関数の推計 

WTP に影響を与えている要因（意識、経験および価値構造）を明

らかにするために、（1）回答者の属性、（2）回答者の来館状況、（3）

寄付理由、（4）望ましい支援主体について、それぞれ抵抗回答を含む

母集団および含まない母集団における回帰分析を行った。分析に用い

る推定モデルは約4割を占めるWTPが0円という回答を考慮し、ト

ービットモデルを採用した。 

 

（1）回答者の属性のうち、「女性」・「高等教育」が1％水準、「年齢」、

「収入」が 5％水準で統計的に有意にプラスとなり、これらの属性を

もつ来館者が大原美術館からより多くの便益を受け取っていること

が示唆された（表3）。 

（表3） 回答者の属性  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）リピーターであることは、WTP に対し、5％水準で有意にプラ

スの値を示し、初回来館者に比べ、リピーターであることが来館者の

便益を大きくする可能性が示唆された（表4）。また、来館経験と来館

理由の交差項を用いた分析では、リピーターは「作品を見る」が 5％

水準で有意にプラスの値を示したのに対し、初回来館者は「文化的な

雰囲気に触れるため」が 5％水準でプラスとなり、来館経験によって

異なる来館理由がWTPに影響すると考えられた。 

（表4） 回答者の来館状況 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

（3）寄付理由では「代位価値」、「遺贈価値」、「地域の魅力に貢献」

が1％水準でプラスの値を示し、WTPには非利用価値が大きく影響す

ることがわかった（表5）。また、岡山県民とそれ以外のモデルによる

分析では、岡山県民モデルで「地域の魅力に貢献」が 1％水準で有意

にプラスの値を示し、WTP にもっとも影響を与えていることがわか

った。一方、岡山県以外では非利用価値に加え、「利用価値」が1％の

有意水準でプラスの値を示していた。したがって、WTP に関する来

館者の価値構造には地域性が見られることが示された。 

 

 

 



（表5） 寄付理由  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）望ましい支援主体については、全体のモデルでは「関心のある

人々」のみが 1％水準でWTPに対し有意にプラスの値を示した。ま

た、岡山県民のみとそれ以外のモデルに分けた分析では、岡山県以外

では全体と同じく「関心のある人々」のみが 1％水準で有意にプラス

であることが示されたが、岡山県民モデルでは「関心のある人々」お

よび「地方自治体」が1％水準で有意にプラスとなった。したがって、

望ましい支援主体に対する考え方についても、来館者の属性のうち地

域性による差異の傾向が示唆された（表6）。 

（表6） 望ましい支援主体（岡山県のみおよび岡山県以外） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. TWTPの推計 

 本調査結果によるWTPの平均および中央値を大原美術館の2005年

度来館者数実績 322,096人（一般のみ）で掛け合わせ、総支払意志額

（Total Willingness to pay: TWTP）を算出し、大原美術館が来館者に与

える総便益の推計を行った。抵抗回答を含む母集団で推計したTWTP

は、平均で約3億9千万円、中央値で約1億6千万円の値を示した。

また、抵抗回答を除いた母集団では、平均TWTPは約4億1千万円と

なった。 

（表8） TWTPの推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 以上の推計結果によれば、少なく見積もって中央値 TWTP の約 1

億6千万円が大原美術館の来館者に与えている便益であると考えられ

た。また、大原美術館の年間あたりの入館料収入が約 3 億円（2005

年度実績）であるため、これらを合わせ、大原美術館の総便益は約 4

億6千万円と推計された。なお、本研究で行った推計は、サンプル数

の限られたパイロットサーベイの結果によるものであり、また他の推

計方法では異なる値が算出される可能性があるため、推計値の信頼性

については別途検討課題となる。 

 

第6章 文化施設評価に関する今後の課題―大原美術館を事例に 

 

1. 調査結果により得られた知見のまとめ 

 本調査により得られた知見は、以下のようにまとめられる。 

① 本研究の推計結果によれば、中央値TWTPが約1億6千万円に

入館料収入約3億円を合わせ、大原美術館の社会便益は約4億6

千万円であることが示された。また、そのうちの 1億 6千万円

はこれまで入館料収入では把握されていなかった大原美術館の

利用価値および非利用価値によるものと考えられた。 

② CVMを用いた文化施設の評価は、来館者数や収支バランスの指

標のみでは評価できなかった文化施設の総価値を定量的に示す

ための一つの方法として利用可能である。 

③ 来館者の価値意識として、大原美術館には直接的利用価値のほ

か「代位価値」、「遺贈価値」、「地域の魅力に貢献」等の正の外

部性を示す非利用価値の存在が示唆された。また、統計的分析

の結果、これらはWTPへのプラスの影響が考えられ、地域性に

よる違いが見られた。 

④ 来館者にとって、大原美術館の望ましい支援主体は「地方自治

体」および「関心のある人々」であることが示された。また、

統計的分析により、望ましい支援主体に対する考え方とWTPの

関連性には地域性による違いが見られた。 

 

2. 文化施設の評価におけるCVM適用の意義および課題 

 日本における文化施設評価をめぐる議論において、文化資本の観点

から大原美術館を事例としたCVMの適用による評価を試みたことの

意義は、①②および③に示したように、1）大原美術館が来館者にも

たらす総便益を定量的に示したこと、2）これまでの評価指標では示

されなかった非利用価値を示したこと、3）来館者の価値意識を示し

たことであるということができる。これらの意義により、CVM は文

化施設評価にとって有用な手法の一つとして位置づけられるといえ

よう。しかし、CVM には手法上の限界が指摘される。すなわち、文

化施設の活動の質的部分に関する客観的な情報伝達が難しいという

バイアスの問題および実際の資金確保のインセンティヴに対する実

効性の問題である。また、文化施設評価の今後の課題としては、1）

CVM による評価値の妥当性を検討するために評価事例を積み上げて

いくこと、2）将来世代の選好を予想的に把握し、長期的な視点に立

った施設運営やそのための評価方法の工夫が求められることが挙げ

られる。なお、本研究はパイロットサーベイの結果に基づくものであ

り、また、調査対象とした来館者は文化施設がもたらす便益の受益者

の一部である点に留意する必要がある。調査対象の範囲を非利用者に

拡大した市民調査等、追加的な調査研究は今後の課題としたい。 

 

 

 


